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 当社は、当社を吸収分割承継会社、東洋紡せんい株式会社（以下「吸収分割会社」と

いいます。）との間で 2026 年９月 28 日付で締結した吸収分割契約に基づき、吸収分割契

約に定める吸収分割会社の権利義務を当社が承継する吸収分割（以下「本吸収分割」と

いいます。）に関し、会社法第 794 条第１項の定めに従い、本書面を当社本店に備置しま

す。 

 

 

１．吸収分割契約の内容（会社法第 794 条第１項） 
 
    契約の内容は、別添１のとおりです。 

 

 

２．吸収分割対価の定めの相当性に関する事項（会社法施行規則第 192 条第１号） 
 
    本吸収分割に際しては、当社が吸収分割会社の発行済株式の全部を所有してい

ますので、当社が吸収分割会社に対して株式その他の金銭等の対価を交付しない

ことは、相当であるものと判断しています。 

 

 

３．吸収分割に係る新株予約権の定めの相当性に関する事項（会社法施行規則第 192 条

第３号） 
 
    該当事項は、ありません。 

 

 

４．吸収分割会社の計算書類等に関する事項（会社法施行規則第 192 条第４号） 
 
 （１）別添２のとおりです。 

 

 （２）吸収分割会社における最終事業年度の末日後の会社財産に重要な影響を与える

事象の有無およびその内容 
 
    該当事項は、ありません。 

 

 

５．吸収分割承継会社における最終事業年度の末日後の会社財産に重要な影響を与える

事象の有無およびその内容（会社法施行規則第 192 条第６号） 
 

（１）東洋紡ＳＴＣ株式会社との合併 

 当社は、2025 年 11 月 25 日開催の取締役会において、当社の連結子会社である

東洋紡ＳＴＣ株式会社を吸収合併することを決定し、同日付で合併契約を締結し、

2026 年４月１日付で吸収合併しました。 

 

（２）国内無担保普通社債の発行 

 当社は、2026 年４月 23 日開催の取締役会において、国内無担保普通社債の発

行について包括決議を行いました。概要は以下のとおりです。 

①発行総額  20,000 百万円以下 

ただし、この範囲内で複数回の発行を妨げない。 



②発行価額  各社債の金額 100 円につき金 100 円 

③利率    社債と同年限の日本国債流通利回り＋1.5％以下 

④払込期日  2026 年４月 24 日から 2027 年３月 31 日まで 

ただし、本期間中に募集がなされた場合は、払込期日が本期間

後であっても含まれるものとする。 

⑤償還期限  ３年以上 10 年以内 

⑥償還方法  満期一括償還 

ただし、買入消却条項を付すことができる。 

⑦資金使途  借入金返済資金、社債償還資金、有価証券の取得資金（Ｍ＆Ａ

による株式取得資金を含む）、運転資金および設備資金 

⑧特約条項  本社債について「担保提供制限条項」を付すものとする。 

⑨その他   会社法第 676 条各号に掲げる事項およびその他社債発行に必要

な一切の事項の決定は、上記の範囲内で代表取締役社長に一任

することとする。 

 

 （３）譲渡制限付株式報酬としての自己株式の処分 

 当社は、2026 年６月 24 日開催の取締役会決議に基づき、譲渡制限付株式報酬

としての自己株式を処分しています (普通株式 40,690 株、処分価額の総額

69,579,900 円、払込期日 2026 年７月 17 日)。 

 

 （４）海外関係会社株式の追加取得による完全子会社化 

 当社は、2026 年８月 25 日開催の取締役会において、タイ石油化学大手インド

ラマ・ベンチャーズ傘下の「Indorama Polyester Industries PCL」（以下「IPI」）

との合弁会社「Toyobo Indorama Advanced Fibers Co., Ltd.」の株式について、

IPI 所有分の 50％を追加取得し、当社の完全子会社とすることを決議しました。 

その後、2026 年 10 月 30 日付で全ての株式を取得し、完全子会社化しました。 

 

 （５）子会社の事業休止に伴う特別損失および特別利益の計上 

①特別損失の計上 

当社は、2026 年８月 25 日開催の取締役会において、当社の連結子会社であ

る INDUSTRIAS UNIDAS, S.A.（以下「IUSA」）の事業休止を決議しました。 

IUSA の事業休止の決定に伴い、2027 年３月期第２四半期連結会計期間にお

いて、５億円を事業構造改善費用として特別損失に計上しました。上記のほか、

2027 年３月期第３四半期連結会計期間以降において、事業休止関連の費用を

特別損失として計上する見込みです。 

②特別利益の計上 

IUSA の事業休止に伴う保有資産の整理の一環として、当社は、2026 年９月

１日開催の経営会議において、IUSA が保有する固定資産の譲渡を決議しまし

た。本件譲渡について、第１回引渡しが完了したことに伴い、2027 年３月期

第２四半期連結会計期間において、固定資産売却益 13 億円を特別利益として

計上しました。また、第２回引渡しは 2027 年５月を予定しており、2028 年３

月期第１四半期連結会計期間において、固定資産売却益として特別利益に計上

する見込みです。 

 



 

 （６）特別損失の計上および通期連結業績予想の修正 

①特別損失の計上 

当社の医薬品製造受託事業は、競合製品の台頭による受託数量の減少を踏ま

え、今後の事業計画を見直した結果、当該事業で保有する事業用資産の回収可

能価額が帳簿価額を下回ったことから、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、

当該減少額 65 億円を減損損失として特別損失に計上しました。 

②連結業績予想の修正 

上記の特別損失および最近の動向を踏まえ、2026 年 11 月９日開催の取締役

会において、2026 年８月６日に公表しました 2027 年３月期通期の連結業績予

想を以下のとおり修正しました。 

 

 売  上  高  営 業 利 益  経 常 利 益  

親会社株主

に帰属する 

当期純利益  

１株当たり 

当期純利益 

前回発表予想（Ａ） 
百万円 

435,000 

百万円 

23,000 

百万円 

18,500 

百万円 

7,000 

円 銭 

79 33 

今回修正予想（Ｂ） 440,000 27,000 22,100 4,000 45 32 

増減額 （Ｂ－Ａ） 5,000 4,000 3,600 △ 3,000  

増減率（％） 1.1 17.4 19.5 △ 42.9  

（ご参考）前期実績 
（2026年３月期） 421,563 27,906 22,878 11,174 126 65 

 

 

６．吸収分割が効力を生ずる日以後における吸収分割承継会社の債務の履行の見込みに

関する事項（会社法施行規則第 192 条第７号） 
 
    当社の貸借対照表における資産の額は負債の額を上回っております。また、本

吸収分割後においても当社の資産の額は負債の額を十分に上回る見込みであり、

本吸収分割後に当社の債務の履行に支障を及ぼすような事象は現在のところ予

想されておりません。従って、当社が吸収分割会社から承継する債務については、

本吸収分割の効力発生日以降も履行の見込みに問題はないと判断しています。 

 

 

以上 

 



 

    なお、本書面記載事項のうち、写しである書類については、原本の写しに相違

ありません。 

 

    2026 年 11 月 10 日 

 

                大阪市北区梅田一丁目 13 番１号 
 
                東 洋 紡 株 式 会 社 
 
                代表取締役  竹 内 郁 夫 



別添１（吸収分割契約書） 

 









別添２（吸収分割会社の計算書類等） 

     事業報告 

     貸借対照表 

     損益計算書 

     株主資本等変動計算書 

     個別注記表 

     監査報告書 
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